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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

• 現⾏の処遇改善加算の⼀本化及び加算率の引き上げ
＜職種間配分ルールの統⼀、⽉額賃⾦改善に関する要件の⾒直し 等＞

• 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配置
を評価する加算を創設
＜地域生活支援拠点等機能強化加算【新設】500単位/⽉＞

• 強度⾏動障害を有する障害者の受⼊体制の強化や、「中核的⼈材」の配置
や「集中的支援」について評価（生活介護・施設・グループホーム等）
＜基礎研修受講者を20%以上配置し、区分６かつ⾏動関連項⽬10点以上の者に支援を
⾏った場合 360単位/⽇、集中的支援加算（Ⅰ）【新設】1000単位/⽉ 等＞

• 感染症発生時に備えた医療機関との連携強化（施設等）
＜障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ）【新設】10単位/⽉ 等＞

• 障害者虐待防止措置や身体拘束の適正化等、必要な基準を満たしていない
場合の減算の導⼊・⾒直し（全サービス共通）
＜虐待防止措置未実施減算【新設】所定単位数の1%減算 等＞

• 通所系サービスにおける⾷事提供加算の⾒直し
＜栄養⾯の評価を導⼊したうえで、経過措置を令和９年３⽉31⽇まで延⻑＞

• 物価高騰を踏まえた施設における補足給付の基準費用額（食費・光熱水
費）の⾒直し
＜基準費用額 54,000円 ⇒ 55,500円＞

• 障害福祉現場の業務効率化（全サービス共通）
＜管理者の兼務範囲の⾒直し、テレワークの取扱いの明確化、申請書類の標準化 等＞

１ 障害福祉サービス等における横断的な改定事項

• 居宅介護の特定事業所加算に算定にあたり、重度障害児への対応を評価
＜特定事業所加算の算定要件に重症⼼身障害児及び医療的ケア児への支援を追加＞

• ⼊院中の重度訪問介護の利用について特別なコミュニケーション支援を必要
とする障害支援区分４及び５の利用者も対象に追加
＜⼊院中の重度訪問介護利用の対象 区分６⇒ 区分４以上＞

• 重度化・高齢化を踏まえた居宅介護・重度訪問介護の国庫負担基準の⾒直し
＜居宅介護の国庫負担基準に介護保険対象者の区分を追加 等＞

• 生活介護においてサービス提供時間に応じた評価を導⼊
＜生活介護の基本報酬の⾒直し。なお、サービス提供時間については、個別支援計画に定めた
個々の支援時間で算定することを基本とするなど⼀定の配慮を設ける＞

• 医療的ケアが必要な者へ対応の評価（生活介護・施設・短期⼊所）
＜⼈員配置体制加算（Ⅰ）利用定員20⼈以下 321単位/⽇、喀痰吸引等実施加算【新設】30単位/⽇ 等＞

• 短期⼊所における緊急時の受け⼊れを更に評価
＜緊急短期⼊所受⼊加算（Ⅰ）180単位 ⇒ 270単位 等＞

• 福祉型短期⼊所サービスにおける医療的ケア児者の受⼊れを促進
＜医療型ケア対応支援加算【新設】120単位/⽇ 等＞

３ 日中活動系サービス（生活介護・短期入所）

２ 訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・同⾏援護
・⾏動援護・重度障害者等包括⽀援）

• 施設のすべての⼊所者に対して、地域移⾏の意向を確認。グループホームの⾒学、
地域活動への参加等を評価
＜意向確認に関する指針未作成の場合の減算 5単位/⽇、地域移⾏促進加算（Ⅱ）【新設】60単位/⽇等＞

• 施設における10⼈規模の利用定員の設定
＜基本報酬で対応。生活介護も同様の対応＞

• 施設から地域へ移⾏し、⼊所定員を減らした場合の加算を創設
＜地域移⾏支援体制加算【新設】＞

• グループホームから希望する⼀⼈暮らし等に向けた支援の評価
＜⾃⽴生活支援加算（Ⅰ）【新設】1000単位/⽉ 等＞

• 世話⼈の配置基準に応じた基本報酬区分を改め、サービス提供時間の実態に応じ
て加算する報酬体系へ⾒直し
＜グループホームの基本報酬の⾒直し＞

• グループホーム等において地域連携推進会議を設置し、地域の関係者を含む外部
の⽬を定期的に⼊れる取組を義務づけ
＜運営基準に規定。ただし、令和6年度は努⼒義務とし、令和７年度から義務化＞

４ 施設系・居住⽀援系サービス
（施設入所⽀援・共同生活援助・⾃⽴生活援助）
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• 社会生活の⾃⽴度評価指標（SIM）の活用と報酬上の評価
＜個別計画訓練支援加算（Ⅰ）【新設】47単位/⽇ 等＞

• ピアサポートの専門性の評価
＜ピアサポート実施加算【新設】100単位/⽉＞

５ 訓練系サービス
（⾃⽴訓練（機能訓練）・⾃⽴訓練（生活訓練））

• 就労移⾏支援事業所を定員10名以上から実施可能となるよう⾒直し
＜利用定員規模 20⼈以上⇒ 10⼈以上＞

• 就労継続支援A型のスコア方式について、生産活動収支や平均労働時間
に応じた評価となるよう項⽬を⾒直し
＜就労継続支援A型の基本報酬におけるスコア方式を⾒直し＞

• 就労継続支援B型における平均工賃⽉額に応じた報酬体系について、よ
りメリハリをつけた報酬体系に⾒直し
＜就労継続支援B型の基本報酬の⾒直し、⼈員配置「6︓1」の報酬体系の創設【新
設】、⽬標工賃達成加算【新設】10単位/⽇ 等＞

• 就労定着支援の基本報酬を就労定着率のみに応じた報酬体系に⾒直し
＜就労定着支援の基本報酬の⾒直し＞

• 就労選択支援の円滑な実施のための基本報酬・⼈員配置基準等の設定
＜就労選択支援サービス費【新設】 1210単位/⽇＞

• 支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、機能強化型の基
本報酬を充実
＜計画相談支援の基本報酬の⾒直し＞

• 地域の中核的な相談支援事業所の主任相談支援専門員を更に評価
＜主任相談支援専門員配置加算 100単位/⽉
⇒ 主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ）（Ⅱ） 300単位/⽉・100単位/⽉＞

• 相談支援における医療等の多機関連携のための各種加算の拡充
＜医療・保育・教育機関等連携加算 100単位/⽉ ⇒ 150〜300単位/⽉ 等＞

７ 相談系サービス（計画相談⽀援・障害児相談⽀援）

８ 障害児⽀援
（児童発達⽀援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達⽀援
・保育所等訪問⽀援・福祉型障害児入所施設・医療型障害児入所施設）

６ 就労系サービス
（就労移⾏⽀援・就労継続⽀援A型・就労継続⽀援B型
・就労定着⽀援・就労選択⽀援）

• 児童発達支援センター等における中核機能を評価
＜中核機能強化加算【新設】 22単位〜155単位/⽇
中核機能強化事業所加算【新設】 75単位〜187単位/⽇＞

• 児童発達支援・放課後等デイサービスにおいて総合的な支援を推進
＜総合的な支援の提供を基本とすることを運営基準に規定 等＞

• 児童発達支援・放課後等デイサービスにおいてサービス提供時間に応じた評価を
導⼊
＜児発・放デイの基本報酬の⾒直し ＞

• 支援ニーズの高い児への支援の評価を充実
＜⼊浴支援加算【新設】55単位/⽇、視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算【新設】100単位、
強度⾏動障害児支援加算 155単位/⽇ ⇒ 200⼜は250単位/⽇ 等＞

• 家族支援の評価を充実
＜事業所内相談支援加算 80単位/⽉１回 ⇒ 家族支援加算 80単位/⽉４回（ｵﾝﾗｲﾝ 60単位）、
延⻑支援加算の⾒直し 等＞

• インクルージョン推進の取組への評価を充実（保育所等訪問支援の充実 等）
＜訪問支援員特別加算 679単位/⽇ ⇒ 700⼜は850単位/⽇＞

• 障害児⼊所支援における小規模化や地域生活に向けた支援等への評価を充実
＜小規模ｸﾞﾙｰﾌﾟｹｱ加算 240単位/⽇ ⇒ 186〜320単位/⽇
ｻﾃﾗｲﾄ型 +308単位/⽇ ⇒ +378単位/⽇、移⾏支援計画の作成等を運営基準に規定 等＞

3



2021年4⽉1⽇目 次

＜障害福祉サービス等における横断的な改定事項＞
○ 福祉・介護職員等処遇改善加算について P５
○ 地域生活支援拠点等の機能の充実 P７
○ 障害者支援施設からの地域移行に向けた取組の全体像（イメージ） P９
○ 強度行動障害を有する障害者等への支援体制の充実 P１０
○ 障害者の意思決定支援を推進するための方策 P１１
○ 障害者虐待の防止・権利擁護 P１２
○ 障害福祉現場の業務効率化 P１３
○ 業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取組の強化 P１４
○ 障害者支援施設等における医療機関との連携強化・感染症対応力の向上 P１５
○ 情報公表未報告の事業所への対応 P１６
○ 地域区分の見直し P１７
○ 補足給付の基準費用額の見直し P１８

＜各サービスにおける改定事項＞
○ 障害の重度化や障害者の高齢化など、訪問系サービスにおける地域のニーズへの対応 P１９
○ 重度障害者が入院した際の特別なコミュニケーション支援の充実 P２０
○ 生活介護における支援の実態に応じた報酬の見直 し P２１
○ 医療的ケア児の成人期への移行にも対応した医療的ケアの体制の充実等 P２２
○ 障害者支援施設における地域移行を推進するための取組 P２３
○ グループホームから希望する一人暮らし等に向けた支援の充実 P２４
○ 共同生活援助における支援の実態に応じた報酬の見直し P２５
○ 自立生活援助・地域移行支援・地域定着支援の充実 P２７
○ 地域における自立した生活を送るための機能訓練・生活訓練の充実等 P２８
○ 就労移行支援事業の安定的な事業実施 P２９
○ 就労継続支援Ａ型の生産活動収支の改善と効果的な取組の評価 P３０
○ 就労継続支援Ｂ型の工賃向上と効果的な取組の評価 P３１
○ 就労定着支援の充実 P３２
○ 新たに創設される就労選択支援の円滑な実施 P３３
○ 相談支援の質の向上や提供体制を整備するための方策 P３５
○ 児童発達支援センターの機能強化等による地域の支援体制の充実 P３６
○ 質の高い発達支援の提供の推進 P３７
○ 支援ニーズの高い児への支援の充実 P３９
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地域生活⽀援拠点等の機能の充実

○ 障害者の重度化・高齢化や親亡き後を⾒据え、緊急時の対応や施設や病院等からの地域移⾏の推進を担う地域生活
支援拠点等について、障害者総合支援法の改正により市町村に対する努⼒義務を設け、その整備を推進するとともに、
機能の充実を図る。

① 情報連携等のコーディネート機能の評価

○ 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配置を評価する加算を
創設する。（別紙参照）

地域定着支援

自立生活援助

地域移行支援

指定特定相談支援事業所
機能強化型(Ⅰ)or(Ⅱ)

拠点コーディネーター

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられ、かつ、平時からの連携調整に従事する者を配置する通所系サービス事業所において、障害の特性に起因
して生じた緊急事態の際に、夜間に支援を⾏った場合に加算する。 【新設】通所系サービス 緊急時受⼊加算 100単位／日

② 緊急時の重度障害者の受入機能の充実

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられ、かつ、平時からの連携調整に従事する者を配置する短期⼊所事業所において、医療的ケア児等の重度障
害者を受け⼊れた場合に加算する。 【現⾏】短期⼊所（加算）100単位／⽇ ＊拠点位置づけのみ 【⾒直し後】短期⼊所（加算）200単位／日 ＊連携調整者配置

③ 地域移⾏に向けた動機付け⽀援に係る評価

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられている障害者支援施設において、地域移⾏に向けた動機付け
支援として、グループホーム等の⾒学や食事利用、地域活動への参加等を⾏った場合に加算する。
（１⽉に３回を限度） 【新設】施設⼊所支援 地域移⾏促進加算（Ⅱ） 60単位／日

【新設】地域生活支援拠点等機能強化加算 500単位／月 ＊拠点コーディネーター1名につき100回／⽉を上限
（地域移⾏支援、⾃⽴生活援助、地域定着支援、計画相談支援、障害児相談支援）

※ 地域生活支援拠点等に係る既存の加算について、関係機関との連携調整に従事する者を配置することを要件に加える。（訪問系サービス等）
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拠点コーディネーターの配置によるコーディネート機能の体制整備の評価

本人も家族も安心できる
地域生活

緊急時に備えた相談
緊急時の対応

本人の希望に応じた
施設等から地域生活への移行

地域移⾏の推進
（体験の機会・場の確保等）

① 市町村が整備する地域生活支援拠点等において、 拠点コーディ ネーターを
地域の中核的な相談支援事業所が単独で配置する場合

市町村
整備主体
として

位置づけ

指定特定・障害児相談支援事業所
機能強化型(Ⅰ)or(Ⅱ)

短期入所

訪問系事業所

基幹相談
支援センター等

行政機関

拠点コーディネーター

基幹相談
支援センター等

精神科病院

入所施設

体験の場行政機関

拠点コーディネーター

② 市町村が整備する地域生活支援拠点等において、 拠点コーディ ネーターを
地域の中核的な相談支援事業所等で共同して配置する場合

【新設】地域生活支援拠点等機能強化加算 500単位／月

地域定着支援

自立生活援助

地域移行支援

指定特定・障害児相談支援事業所
機能強化型(Ⅰ)or(Ⅱ)

拠点コーディネーター

AA

拠点コーディネーターを
当該事業所に配置

通所事業所

指定一般相談支援事業所
指定自立生活援助事業所

○ 以下の①⼜は②のいずれかに該当する相談支援事業所等
で提供される計画相談支援、障害児相談支援、地域移⾏
支援、⾃⽴生活援助、地域定着支援において加算する。

① 計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型基本報
酬(Ⅰ)⼜は(Ⅱ)を算定する場合に限る。）と⾃⽴生活援
助、地域移⾏支援及び地域定着支援のサービスを同⼀の
事業所で⼀体的に提供し、かつ、市町村から地域生活支
援拠点等に位置づけられた相談支援事業者等において、
情報連携等を担う拠点コーディネーターを常勤で１以上
配置した場合。

② 計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型基本報
酬(Ⅰ)⼜は(Ⅱ)を算定する場合に限る。）、⾃⽴生活援
助、地域移⾏支援及び地域定着支援に係る複数の事業者
が、地域生活支援拠点等のネットワークにおいて相互に
連携して運営されており、かつ、市町村から地域生活支
援拠点等に位置づけられた当該事業者⼜はネットワーク
上の関係機関（基幹相談支援センター等）において、情
報連携等を担う拠点コーディネーターが常勤で１以上配
置されている場合。

＊ 拠点コーディネーターを配置した当該相談支援事業所
等は、 配置した拠点コーディネーター１⼈につき、合計
100回／⽉ までの算定を可能とする。

【拠点コーディネーターの役割（例）】
○ 市町村との連絡体制、基幹相談支援センターや相談支援
事業所との連携体制、市町村（⾃⽴支援）協議会との連携
体制、複数法⼈で拠点機能を担う場合の連携体制や伝達体
制の整理等の、地域における連携体制の構築。

○ 緊急時に備えたニーズ把握や相談、地域移⾏に関する
ニーズの把握や動機付け支援等。

相談支援事業所 相談支援事業所

＊拠点コーディネーターの役割は、地域における連携体制の構築であり、
個別給付に係る支援の実施が配置の⽬的ではないことを当該相談支援
事業所等は留意。原則、個別給付に係る業務は⾏わない。

＊本報酬は法第77条第３項の地域生活支援拠点等の体制整備に係る加算
であることから、市町村は、本報酬を理由に、障害者相談支援事業の
委託料を減額することがないように留意。

基幹相談
支援センター等

B事業所 D事業所(＊)C事業所

本人の希望に応じた
施設等から地域生活への移行

地域移⾏の推進
（体験の機会・場の確保等）

本人も家族も安心できる
地域生活

緊急時に備えた相談
緊急時の対応

市町村
整備主体として

位置づけ

地域で
活動

地域で
活動

A事業所

＊拠点コーディ ネータ ーは加算対象以外の事業所にも配置可。 8



本人も家族も安心できる地域生活 本人の希望に応じた施設から地域生活への移行

障害当事者

⾏政機関（障害福祉・高齢・保健等）・医療等の関係機関 （⾃⽴支援）協議会等の協議の場

↑ 連携 ↓

地域生活支援拠点等の主な機能

拠点コーディ ネーター

緊急時に備えた相談
緊急時の対応

↑ 連携 ↓

緊急時対応加算

⾃⽴生活援助

地域定着⽀援

緊急時対応加算

緊急時対応加算

地域移⾏⽀援 宿泊体験・ 体験利用加算

＊図内の枠色について

既存の障害福祉報酬での取組

R６ 障害福祉サービス等報酬改定

在 宅

共同生活援助（グループホーム）

一人暮らし支援

強度行動障害
対応強化

集中支援加算

短期入所 拠点登録の加算 緊急時対応加算

居宅介護・重度訪問⽀援・同⾏援護・⾏動援護 等 緊急時対応加算

⾃⽴訓練・就労⽀援系・生活介護 等 緊急時対応加算体験利用支援加算

地域移⾏の推進
（体験の機会・場の確保等）

計画相談⽀援

障害当事者

障害当事者

基幹相談⽀援センター・（市町村）障害者相談⽀援事業

アウト カム評価

地域移行加算 地域移行促進加算Ⅰ

退所時の評価 地域移行支援時
の評価

地域移行支援導入前の
取組の評価

動機付け支援

地域移行の意向確認

施設外の送迎促進

施設外利用の意向確認

＊障害福祉サービス等報酬の一部抜粋

障害者⽀援施設

各機関とも連携して
意思決定支援を行う

計画相談⽀援
（機能強化型Ⅰ又はⅡ）

地域移⾏⽀援 ⾃⽴生活援助

サービス管理責任者等
地域移行意向確認担当者

障害者⽀援施設からの地域移⾏に向けた取組の全体像（イメージ）

地域定着⽀援拠点コーディ ネーターの配置

報酬の見直し等

9



報酬区分
常勤専従の

相談支援専門員数

サービス利用支援費 ※

現行 報酬引き上げ

機能強化（ Ⅰ） ４ 名以上 1,864単位 2,014単位

機能強化（ Ⅱ） ３ 名以上 1,764単位 1,914単位

機能強化（ Ⅲ） ２ 名以上 1,672単位 1,822単位

機能強化（ Ⅳ） １ 名以上 1,622単位 1,672単位

機能強化なし 1,522単位 1,572単位

市町村毎のセルフプラン率等について国が公表し見える化した上で、今後、自治体の障害福祉計画に基づく相談支援専門員の計画的な養成等を促す方策を講じる。
機能強化型事業所で主任相談支援専門員の指導助言を受ける体制が確保されている場合、常勤専従の社会福祉士・精神保健福祉士を「相談支援員」として配置可。
居宅訪問が要件の加算について、一部オンラインでの面接を可能とする。
離島等の地域において（継続）サービス利用支援の一部オンラインでの面接を可能とするとともに、居宅や事業所等の訪問を要件とする加算を上乗せ等を認める。

①基本報酬等の充実 （算定要件の見直しと単位数の引き上げ） ②医療等の多機関連携のための加算の拡充等

③相談支援人材の確保及びICTの活用について

医療等の多機関連携のための各種加算について、加算の対象となる場面や業務、
連携対象の追加（訪問看護事業所）、算定回数などの評価の見直しを行う。

支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、算定要件を追加（※）した上で、
基本報酬を引き上げ

※「協議会への定期的な参画」及び「基幹相談支援センターが行う地域の相談
支援体制の強化の取組への参画」を要件に追加

相談⽀援の質の向上や提供体制を整備するための方策

加算名 算定場面 現行 改正後

医療・ 保育・
教育機関等連
携加算

面談・ 会議 100単位
計画作成月： 200単位
モニタ リ ング月： 300単位

（ 新） 通院同行 － 300単位

（ 新） 情報提供 － 150単位

集中支援加算

訪問、 会議開催､参加 各300単位 同左

（ 新） 通院同行 － 300単位

（ 新） 情報提供 － 150単位

その他加算
訪問 200・ 300単位 300単位

情報提供 100単位 150単位

要医療児者支援体制加算等
医療的ケアを必要とする障害児者等を支援する事業所を更に評価。

通院同⾏ 情報提供面談・会議
・ 利用者の通院に同行し 、
必要な情報提供を実施

・ 関係機関に対し て文書
により 情報提供を実施

・ 医療機関、 保育、 教育
機関等との面談・ 会議

現行 改正後

100単位
（ 新） 300単位（ 中核的な役割を担う 相談支援事業所の場合）

100単位（ 上記以外）

※通院同行は各病院１回最大３回、情報提供は病院・それ以外で各1回算定可

※１ 継続サービス利用支援費、（継続）障害児支援利用援助費も同様に引き上げ
※２ 複数事業所の協働による機能強化型報酬の対象事業所の追加

「地域生活支援拠点等を構成する事業所」に加えて、「地域生活支援拠点等に係
る関係機関との連携体制を確保し、協議会に定期的に参画する事業所」を追加

主任相談支援専門員加算

地域の相談支援の中核的な役割を担う相談支援事業所であって、地域の相談
支援事業所に助言指導を行う場合に更に評価。

地域体制強化共同支援加算（支援困難事例等の課題の協議会への報告）

算定対象事業所を追加（※２と同じ）

加算名 現行 改正後
要医療児者支援体制加算
行動障害支援体制加算
精神障害者支援体制加算

35単位 対象者あり ： 60単位
対象者なし ： 30単位

（ 新） 高次脳機能障害者支援体制加算 ー

支給決定に際して市町村に提出された医師意見書について、本人の同意を得
た上で、相談支援事業所がサービス等利用計画案の作成に活用できる旨周知。

35






